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(57)【要約】
【課題】　本発明は、吹付施工対象が、氷点下の表面であっても、大量の急結剤や瞬結化
を起こす成分を配合せずに吹付施工が十分可能なコンクリート吹付材を提供する。
【解決手段】　次のベースコンクリート（Ａ）とベースコンクリート中のポルトランドセ
メント含有量１００質量部に対し７～１３質量部の急結性混和剤（Ｂ）からなるコンクリ
ート吹付材。
Ａ；ポルトランドセメント１００質量部とブレーン比表面積１１０００～１５０００ｃｍ
2／ｇの無水石膏類６～１３質量部と水を含有し、空気含有量が１．５～６体積％のベー
スコンクリート。
Ｂ；非晶質カルシウムアルミネート１００質量部、アルミン酸ナトリウム１．８～８．０
質量部、アルカリ金属炭酸塩４．５～１１．５質量部および石膏類１２．５～２５質量部
を含有する粉体状の急結性混和剤。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
次のベースコンクリート（Ａ）とベースコンクリート中のポルトランドセメント含有量１
００質量部に対し７～１３質量部の急結性混和剤（Ｂ）からなるコンクリート吹付材。
Ａ；ポルトランドセメント１００質量部とブレーン比表面積１１０００～１４０００ｃｍ
2／ｇの無水石膏類６～１３質量部と水を含有し、空気含有量が１．５～６体積％のベー
スコンクリート。
Ｂ；非晶質カルシウムアルミネート１００質量部、アルミン酸ナトリウム１．８～８．０
質量部、アルカリ金属炭酸塩４．５～１１．５質量部および石膏類１２．５～２５質量部
を含有する粉体状の急結性混和剤。
【請求項２】
ベースコンクリートが、減水剤類を含有する請求項１記載のコンクリート吹付材。
【請求項３】
ベースコンクリートが、骨材を含有する請求項１又は２記載のコンクリート吹付材。
【請求項４】
表面温度が－１５℃～１０℃の施工対象への吹付施工に用いる請求項１～３何れか記載の
コンクリート吹付材。
【請求項５】
表面温度が－１５℃～－１℃の施工対象への吹付施工に用いる請求項１～４何れか記載の
コンクリート吹付材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば凍結した地山等の氷点下の対象面に吹付施工することができるコンク
リート吹付材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　トンネル、地下空間等の建設工事では、地山や構築物の補強用に、その壁面や天井面な
どの対象面にセメントペースト、モルタル又はコンクリート（以下、特記無い限り総称し
て、コンクリートと称す。）を吹付けて強固な構造にすることが行われている。コンクリ
ート吹付材の施工方法として、粉塵やリバウンド（跳ね返り）が比較的少ない湿式吹付工
法では、骨材や混和剤（材）等を配合したセメントと水の混練物であるベースコンクリー
トに、吹付直前に急結剤を添加して急結性を付与し、接水から短時間にセメントの凝結を
完了することで対象面への付着性を得ている。コンクリート吹付材は良好な付着性の具備
が不可欠であるが、温度低下に伴い、水和反応活性も低下するため、凝結の始発及び終結
時間が遅くなり、付着性が低下する。また、強度発現性も初期から長期にわたり低迷する
。低温による低い強度発現性に対しては、一般に強度発現性に優れる粉体状の急結剤の使
用が有利であり、また付着性低下に対しては、低温による急結性低下に対抗するため、よ
り高い急結性の急結剤を使用するのが有利である。急結性と初期の強度発現性を高めた急
結剤としては、カルシウムアルミネート類、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属アルミン
酸塩及び石膏の混合粉末（例えば、特許文献１、２参照。）が知られている。また、低温
環境の吹付施工に適した急結剤も幾種か報告されている。具体的には、炭酸成分含有のア
ルミン酸ナトリウムとカルシウムアルミネート類と石膏を配合した急結材に生石灰やアル
カリ金属炭酸塩を加えて低温施工時の急結性を向上させたもの（例えば、特許文献３参照
。）、１０℃以下の低温環境で高い急結性を確保するためアルカリ金属硫酸塩をカルシウ
ムアルミネート類と硫酸アルミニウムの混合物に加えた急結剤（例えば、特許文献４参照
。）、寒冷地での急結性を良好にするため無機硝酸塩を併用させたＳｉＯ2含有量６～１
５重量％のカルシウムアルミノシリケートを急結剤に使用したもの（例えば、特許文献５
参照。）、低温時の初期強度発現性改善のためにアルカリ金属硫酸塩をカルシウムアルミ
ネート類と硫酸アルミニウムの混合物に加えた急結剤（例えば、特許文献６参照。）、マ
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イナス１０℃の気温で強度発現性を確保するため硫酸アルミニウムをカルシウムアルミネ
ート類と石膏の混合物に加えた急結剤（例えば、特許文献７参照。）、低温時の急結性向
上のためアルミン酸アルカリを加えた、ＣａＯとＡｌ2Ｏ3の含有モル比の異なる結晶質と
非晶質のカルシウムアルミネート混合物を急結剤に使用したもの（例えば、特許文献８参
照。）等である。
【０００３】
　以上の例示を含め、温度低下による吹付性状の改善策は、何れも、施工現場の環境温度
、即ち施工時の気温を考慮した対策がこれまでの検討の主流であった。一方、吹付ける対
象面がかなり低い温度である場合、例えば、凍土のような氷点下の地山面に吹付ける場合
では、吹付けられたコンクリート吹付材に対する冷却作用が熱伝導によって急速にもたら
されるため、低気温下での施工による場合に比べて吹付けられたコンクリートの凝結性や
硬化性状に及ぼす影響が大きくなる。このような影響で危惧されるのは、例えば、付着界
面での温度差や冷却による吹付材付着面付近部の反応鈍化による付着性低下、養生不良に
よる強度発現性の低下、また吹付けられたコンクリート施工物が付着面近傍と内部や外表
面との温度差によって凝結状態に差が生じる可能性もあり、硬化性状の不均質化に繋がる
虞も懸念される。しかるに、前記従来技術に挙げた急結剤（材）でも十分高い急結性に達
しており、凍結体等への安定付着のために、これ以上急結剤の急結性を高めることは、瞬
結性が強く現れて湿式吹付装置を使用した吹付施工が困難になる。また急結剤の大量配合
は施工性の低下を起こし易くなる他、強度が伸び難くなり、原料コストの上昇にも繋がる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－７１１４５号公報
【特許文献２】特開２０１４－１１１５１６号公報
【特許文献３】特開２００１－３１６１５０号公報
【特許文献４】特開２０００－３０２５０３号公報
【特許文献５】特開平８－１０４５５６号公報
【特許文献６】特開２００２－５３３５７号公報
【特許文献７】特開２００６－３２７８６５号公報
【特許文献８】特開２００９－１１４０１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、吹付施工対象の表面が氷点下の温度のものでも、吹付装置による吹付施工が
可能な、良好な施工性と強力な付着性と優れた硬化性状発現性を具備したコンクリート吹
付材を提供する。
　より詳しくは、例えば表面温度が－１５℃～－１℃程度の施工対象に対しても、支障な
く吹付装置による吹付施工が可能で、強力な付着性を具備し、強固な吹付物を施工形成す
ることができるコンクリート吹付材の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、前記課題解決のため検討した結果、低温で水和反応性が低下するコンクリ
ート吹付材を構成するベースコンクリートに特定の高ブレーン値の無水石膏を使用してベ
ースコンクリート側の水和反応活性を格段に高め、これにカルシウムアルミネート類を主
成分とする高急結性の混和剤を加えると、施工性や強度発現性の阻害に繋がる急結性を著
しく高めた急結剤や大量の急結剤を使用せずとも、氷点下の低温対象面に対して強力な付
着性で吹付施工できる良好な強度発現性のコンクリート吹付材になるという知見を得、ま
た同時に、ベースコンクリート側の高活性物質の導入によって起こる強ばりや混練抵抗の
増大等の施工性の低下を、特定の空気量を含有させることによって反応活性を減退させず
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に解消できるという知見も得、これを加味することで、本発明を完成させるに至った。
【０００７】
　即ち、本発明は、次の（１）～（５）で表すコンクリート吹付材である。（１）次のベ
ースコンクリート（Ａ）とベースコンクリート中のポルトランドセメント含有量１００質
量部に対し７～１３質量部の急結性混和剤（Ｂ）からなるコンクリート吹付材。
Ａ；ポルトランドセメント１００質量部、ブレーン比表面積１１０００～１４０００ｃｍ
2／ｇの無水石膏６～１３質量部及び水とを含有し、空気含有量が１．５～６体積％のベ
ースコンクリート。
Ｂ；非晶質カルシウムアルミネート１００質量部、アルミン酸ナトリウム１．８～８．０
質量部、アルカリ金属炭酸塩４．５～１１．５質量部および石膏類１２～２５質量部を含
有する粉体状の急結性混和剤。（２）ベースコンクリートが、減水剤類を含有することを
特徴とする前記（１）のコンクリート吹付材。（３）ベースコンクリートが、骨材を含有
する前記（１）又は（２）のコンクリート吹付材。（４）表面温度が－１５℃～１０℃の
施工対象物への吹付施工に用いる前記（１）～（３）何れかのコンクリート吹付材。（５
）表面温度が－１５℃～－１℃の施工対象物への吹付施工に用いる前記（１）～（４）何
れかのコンクリート吹付材。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、施工作業性及び施工効率を低下させることなく、施工対象物の表面温
度が例えば－１５℃～－１℃のような氷点下のものでも、通常の湿式吹付工法によって強
固な性状を発現できるコンクリートを吹付けることができるため、従来困難とされてきた
例えば凍土などから形成される地山の補強を行うことが十分可能になる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明のコンクリート吹付材を構成する急結性混和剤（Ａ）に用いる非晶質カルシウム
アルミネートは、ＣａＯとＡｌ2Ｏ3を主要化学成分として含む無機水和活性物質であり、
ＣａＯ源となる原料とＡｌ2Ｏ3源となる原料との混合物を概ね溶融するまで加熱して得ら
れる水和活性物質である。従って、前記水和活性物質には、例えば鉱物原料を用いた場合
のように、主に原料や精製処理由来のＣａＯとＡｌ2Ｏ3以外の不純物も水和活性や急結性
を実質喪失させない範囲で、かつ存在形態は特に限定されずに、含むことができる。好ま
しくは、高い急結性を確保する上で、ＣａＯとＡｌ2Ｏ3以外の成分の含有量は１３質量％
以下が良い。より好ましくは、製造コストを抑えつつ性状的に安定したものが得易いこと
から５～１３質量％とする。また、本発明で使用する非晶質カルシウムアルミネートは、
完全にガラス状態である必要はなく、ガラス化が進んだ構造のものであれば良い。具体的
にはガラス化率が少なくとも５０％は必要であり、好ましくはガラス化率９０％以上のカ
ルシウムアルミネートを使用する。ガラス化が進んだ構造のものほど高い反応活性が得易
くなる。ガラス化率の調整は、例えば、溶融状態に達した高温からの冷却処理によって行
うことができる。一般に急冷速度が速いほど高ガラス化率のカルシウムアルミネートが得
られる。ここで、カルシウムアルミネートのガラス化率は、粉末エックス線回折装置を用
い、質量がＭ１のカルシウムアルミネートに含まれる各鉱物の質量を内部標準法等で定量
し、定量できた含有鉱物相の総和質量；Ｍ２を算出し、残部が純ガラス相と見なし、次式
で算出することができる。
　ガラス化率（％）＝（１－Ｍ２／Ｍ１）×１００
また、カルシウムアルミネートのＣａＯとＡｌ2Ｏ3の含有モル比は、制限されるものでは
ないが、好ましくは含有モル比（ＣａＯ／Ａｌ2Ｏ3）で１．５～３．０、より好ましくは
２．０～２．６のものを使用すると、反応活性が比較的高いため、反応活性が低下する低
温での使用には適している。
【００１０】
　また、本発明のコンクリート吹付材を構成する急結性混和剤は、アルミン酸ナトリウム
を含む。アルミン酸ナトリウムを含むことで凝結始発時間をより早くできるため、低温で
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の反応活性鈍化による急結性低下を抑えるのに寄与する。使用するアルミン酸ナトリウム
は、粉末状の二酸化ナトリウムアルミニウムが好ましく、例えば市販の工業用薬品や理化
学用試薬等の何れも使用できる。但し、潮解性が高いため、できるだけ変質の進んでいな
いものを使用することが好ましい。急結性混和剤中に含まれるアルミン酸ナトリウムの量
は、前記作用を十分発現する上で、急結性混和剤中のカルシウムアルミネート含有量１０
０質量部に対し、１．８～８．０質量部とする。１．８質量部未満では低温での急結性が
不足するので好ましくなく、８．０質量部を超えると可使時間が殆ど確保できないので施
工作業に著しく制約されることになるので好ましくない。
【００１１】
　また、本発明のコンクリート吹付材を構成する急結性混和剤は、アルカリ金属の炭酸塩
を含む。アルカリ金属としては、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉを挙げることができ、アルカリ金属種に
よって作用性能や含有量等の面で顕著な差は無く、互いに置換可能である。コスト的観点
に限れば炭酸ナトリウムが幾分勝る。アルカリ金属の炭酸塩は、低温での凝結速度の促進
に寄与する。急結性混和剤中のアルカリ金属の炭酸塩の含有量は、急結性混和剤中のカル
シウムアルミネート含有量１００質量部に対し、４．５～１１．５質量部の含有とする。
４．５質量部未満では含有効果が見られないので好ましくなく、１１．５質量部を超える
と、凝結時間を早めることが困難となり急結性能の低下を起こすため好ましくない。
【００１２】
　また、本発明のコンクリート吹付材を構成する急結性混和剤は、石膏類を含む。石膏類
としては、無水石膏（無水硫酸カルシウム）、半水石膏、二水石膏が挙げられ、この何れ
を使用しても良く、任意の二種以上の併用もできる。好ましくは、水和反応活性が高いこ
とから無水石膏を使用する。使用する石膏類のブレーン比表面積は特に制限されないが、
好ましくは、適度な反応活性が得やすいため、５０００　～９０００ｃｍ2／ｇが良い。
急結性混和剤中の石膏類は、硬化状態の促進作用と中長期にわたる強度発現性の伸びを保
障する。急結性混和剤中の石膏類の含有量は、急結性混和剤中のカルシウムアルミネート
含有量１００質量部に対し、１２～２５質量部の含有とする。１２質量部未満では硬化が
遅れたり強度等の物理的性状が低迷するので好ましくない。また、２５質量部を超えると
凝結が遅延し、また膨張亀裂の原因となることもあるため好ましくない。
【００１３】
　また、本発明の低温施工用吹付コンクリートを構成する急結性混和剤は、前記以外の成
分も本発明の効果を実質喪失させないものであれば含有することができる。このような成
分の例として、モルタルやコンクリート用の遅延剤、アルカリ金属の硫酸塩、重炭酸塩、
亜硝酸塩又は硝酸塩等、若しくはアルカリ土類金属の重炭酸塩、亜硝酸塩又は硝酸塩等を
挙げることができるが、記載例に限定されるものではない。
【００１４】
　一方、本発明のコンクリート吹付材を構成するベースコンクリート（Ｂ）は、ポルトラ
ンドセメントを含有する。ポルトランドセメントは吹付材の結合相を形成する。使用する
ポルトランドセメントは何れのものでも良く、具体的には、普通、早強、超早強、中庸熱
、低熱、耐硫酸塩等のポルトランドセメントの少なくとも何れか１種以上とする。ポルト
ランドセメントの粉末度は特に制限されるものではない。好ましくは、水和反応活性と経
済性の観点からブレーン比表面積約２５００～４５００ｃｍ2／ｇが適当である。また、
使用するポルトランドセメント源として、例えばポルトランドセメントと高炉スラグから
なる高炉セメントなどの、混合セメントを用いることもできる。尚、ポルトランドセメン
トには少量の石膏類が含まれるが、本発明では成分含有量に関し、ポルトランドセメント
中に含まれる石膏は、ベースコンクリート中に含有される無水石膏やコンクリート吹付材
中の石膏類として考慮せずに、ポルトランドセメントそのものの一部分として扱う。
【００１５】
　本発明のコンクリート吹付材を構成するベースコンクリートは、ブレーン比表面積は１
１０００～１４０００ｃｍ2／ｇの無水石膏を含有する。好ましくはブレーン比表面積は
１２０００～１３５００ｃｍ2／ｇの無水石膏を含有する。このような高ブレーンの無水
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石膏のベースコンクリート中の含有量は、セメント含有量１００質量部に対し、６～１３
質量部が良い。前記の高ブレーンの無水石膏を含有することで、反応活性が非常に高い石
膏がセメントと水和反応し、低温冷却され続けても水和反応が滞りなく進み、エトリンガ
イトの生成が促進されるため、良好な硬化性と、中長期の強度の安定発現のみならず、初
期においても高い強度発現性が得られる。ブレーン比表面積が１１０００ｃｍ2／ｇ未満
では、反応活性が不足し、低温による硬化性や強度発現性の阻害を解消することが困難に
なるので好ましくない。また、１４０００ｃｍ2／ｇを超えると、ベースコンクリート中
で石膏類の水和反応に消費される水分が不足し、セメントの水和反応にも支障をきたし、
エトリンガイトが効率良く生成されないので好ましくない。また前記高ブレーンの無水石
膏の含有量が、６質量部未満では、良好な強度発現性が得られないため好ましくなく、ま
た、１３質量部を超える量では、凝結が遅延化し、所望の付着性や硬化性状が得られない
ことがあるので好ましくない。
【００１６】
　本発明のコンクリート吹付材を構成するベースコンクリートは水を含有し、配合される
水の量は、コンクリート吹付材として含有するセメントや他の水和反応性成分の水和反応
に概ね過不足無く供される量であることが望ましい。具体的な水量は予備試験等で適量を
決定しておくのが望ましいが、目安として、セメント含有量１００質量部に対し、含有す
る水量４０～５５質量部が例示される。
【００１７】
　また、本発明のコンクリート吹付材を構成するベースコンクリートは、含水混練物とし
ての空気含有量が１．５～６ 体積％であることを必須とする。この範囲の空気含有量の
ベースコンクリートを使用すると、活性度の著しく高い無水石膏を含有させてもベースコ
ンクリートの吹付装置への良好な圧送性や急結性混和剤との円滑な混合性といった施工性
を確保することができ、極低温に於ける施工性の低下を十分抑制できる。空気含有量が、
１．５体積％未満では前記圧送性が低下し、例えば圧送ホースが脈動してベースコンクリ
ートが安定して圧送性できない等の不具合が起こる虞があるため好ましくなく、６体積％
を超えると材料分離が生じ易くなるため好ましくない。尚、前記空気含有量は急結性混和
剤を加える前のベースコンクリートに対するものであり、含水混練状態のコンクリート（
フレッシュコンクリート）の空気含有量である。従って、急結成分を加えた硬化後の吹付
材、即ちコンクリート硬化体の内包空隙（閉口気孔）の容積割合を表すものではない。
【００１８】
　ベースコンクリートに前記空気量を含有せしめる方法は特に限定されるものでは無い。
以下に一例を示すが、記載例に限定されるものではない。即ち、本発明では、水和反応活
性の高い高ブレーンの無水石膏を使用するため、前記無水石膏配合後の注水混練初期のベ
ースコンクリートでは、粘性が高い。従って、モルタルやコンクリート用の市販の混合機
や混練機を用いて前記ベースコンクリートの混練を行うと、空気の巻き込みを起こし易く
なり、空気含有が可能となる。この方法では、混練装置やその操作条件（例えば単位時間
あたりの回転数、混合時間）の他、ベースコンクリート構成材料の配合割合も空気含有量
に影響する。例えば、配合一定の場合、一般に回転数を上げるに連れ、また混合時間を長
くするほど取り込まれる空気量は増加傾向にあるので、予備試験等で適宜条件を変化させ
、所望の空気含有量になる条件を把握しておくのが良い。
【００１９】
　また、本発明のコンクリート吹付材を構成するベースコンクリートは、前記以外の成分
も本発明の効果を実質喪失させないものであれば含有することができる。含有できる可能
性のある成分を例示すると、何れもモルタルやコンクリートに用いることのできる細骨材
、粗骨材、増粘剤、短繊維、ポゾラン反応性物質、減水剤類、乾燥収縮低減剤等が挙げら
れる。好ましくは、例えば山砂、川砂、海砂等の普通細骨材、より好ましくは、さらに、
例えば減水剤、高性能減水剤、高性能ＡＥ減水剤、分散剤、流動化剤等の減水剤類を含有
するものとする。また、カルシウムアルミネートや硫酸アルミニウム等の急結成分は、ベ
ースコンクリート作製時の混練抵抗増大による混合不良、練り置きができないなどの他、
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トに含まれないことが望ましい。
【００２０】
　本発明のコンクリート吹付材は、前記の急結性混和剤とベースコンクリートからなる。
より詳しくは、前記ベースコンクリートに前記急結性混和剤を所定量加えたものであり、
前記急結性混和剤のベースコンクリートへ加える量は、前記ベースコンクリート中のポル
トランドセメント１００質量部に対し、７～１３質量部とする。好ましくは、９～１３質
量部とする。急結性混和剤の添加量が７質量部未満では、所望の付着性を十分得難くなる
ことがあるので好ましくない。また１３質量部を超える量では瞬結性が強く現れ、施工作
業性や施工効率の低下する虞があるので好ましくない。
【００２１】
　また、本発明のコンクリート吹付材を製造する方法は限定されない。推奨される製造方
法の一例を示すと、例えば、前記カルシウムアルミネート、アルミン酸ナトリウム、アル
カリ金属炭酸塩及び石膏類を、例えばヘンシェルミキサ等の混合装置に所望量投入して混
合し、粉体状の急結性混和剤を作製する。別に、前記所定の配合になるようセメント、高
ブレーン無水石膏及び水、さらに必要に応じて骨材等を、例えば二軸強制コンクリートミ
キサ等の混合装置で混練し、ベースコンクリートを作製する。混練したベースコンクリー
トは、例えば圧送ホースなどを介して湿式吹付装置にポンプ圧送し、このベースコンクリ
ートに前記の粉体急結剤を、吹付噴射直前に添加することで吹付コンクリートが得られる
。尚、ベースコンクリート供給タンクや湿式吹付装置までの配管は、ベースコンクリート
凍結の虞のある場合は、適宜保温処置を講じても良い。
【００２２】
　本発明のコンクリート吹付材は、施工対象の表面温度が－１５℃～１０℃の施工対象物
への湿式吹付施工に適したコンクリート吹付材である。特に、施工対象の表面温度が氷点
下という低温面への吹付施工を行うことに十分な適用性を具備する。但し、１０℃を超え
る、例えば２０℃程度の表面温度の施工対象への施工使用に適さないものではない。
【実施例】
【００２３】
　以下、本発明を実施例によって具体的に説明するが、本発明は記載した実施例に限定さ
れるものではない。
【００２４】
　［カルシウムアルミネートの作製］
　市販の工業用薬品のＣａＣＯ3とＡｌ2Ｏ3を用い、ＣａＯ及びＡｌ2Ｏ3の含有モル比（
ＣａＯ／Ａｌ2Ｏ3）の値が表１に表すカルシウムアルミネートが得られるように評量配合
し、ヘンシェル型混合機を使用して原料調合物を作製した。この原料調合物を電気炉で約
１６００℃（±５０℃）で６０分間加熱し、加熱時間経過後は直ちに炉外に取出した。取
出した焼成塊（クリンカ）表面に冷却用の窒素ガスを流速約３０ｍｌ／秒で吹付けて急冷
し、冷却物を得た。尚、ガラス化率調整のため、一部のクリンカについては窒素ガスの流
速を落として吹付けた。このクリンカを全鋼製のボールミルで粉砕し、分級装置にかけて
ブレーン比表面積約５０００ｃｍ2／ｇのカルシウムアルミネート粉末を得た。また、こ
のカルシウムアルミネートのガラス化率を、粉末エックス線回折装置を用い、質量がＭ１
のカルシウムアルミネートクリンカに含まれる各鉱物の質量を内部標準法等で定量し、定
量できた含有鉱物相の総和質量；Ｍ２を算出し、残部が純ガラス相と見なし、次式でガラ
ス化率を算出した。
　ガラス化率（％）＝（１－Ｍ２／Ｍ１）×１００
【００２５】
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【００２６】
　［急結性混和剤の作製］
　前記作製の表１に表すカルシウムアルミネート粉末と次に表す使用材料とから選定され
た材料を、カルシウムアルミネートの配合量１００質量部あたりの配合量で表した表２の
配合となるようヘンシェルミキサに一括投入した。このミキサで約２分間混合し、粉体状
の急結性混和剤を作製した。作製した急結性混和剤は後述するベースコンクリートに添加
使用するまで密封容器中で保管した。
【００２７】
　［急結性混和剤作製の使用材料（カルシウムアルミネートを除く）］
・アルミン酸ナトリウム（組成式；ＮａＡｌ2Ｏ4、ブレーン比表面積；５０００ｃｍ2／
ｇ、市販品）
・無水石膏Ａ（ＩＩ型無水石膏、ブレーン比表面積；５０００ｃｍ2／ｇ、市販品）
・無水石膏Ｂ（上記無水石膏Ａを粉砕分級処理したもの。ブレーン比表面積；１１０００
ｃｍ2／ｇ）
・二水石膏（ブレーン比表面積；５０００ｃｍ2／ｇ、市販品）
・炭酸ナトリウム（市販粉末試薬）
・炭酸リチウム（市販粉末試薬）
　但し、上記の無水石膏Ｂは、表２の急結性混和剤ＡＱ２２の作製のみに使用し、これ以
外の急結性混和剤の作製に使用した無水石膏は無水石膏Ａである。
【００２８】



(9) JP 2017-105672 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

【表２】

【００２９】
　［ベースコンクリートの作製］
　１０℃（±０．５℃）の恒温室内で、次に表す何れも市販品の使用材料と水から選定さ
れる材料を、表３で表す配合となるよう強制二軸ミキサ（回転数６２ｒｐｍ．）に投入し
、約１ｍ3のベースコンクリートを作製した。尚、使用材料のＩＩ型無水石膏は市販品を
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の練り混ぜ時間を１５０秒を中心に変動調整し、表３で表す空気含有量（ベースコンクリ
ート１ｍ3あたりの体積％で表示。）にした。空気含有量の測定には、ＪＩＳ　Ａ　１１
７１に準拠した市販のモルタルエアメーターを使用した。
【００３０】
　［ベースコンクリート作製の使用材料（とその略号）］
ＯＰＣ；普通ポルトランドセメント（ブレーン比表面積３１６０ｃｍ2／ｇ）
ＣＳ１；ＩＩ型無水石膏（ブレーン比表面積１３０００ｃｍ2／ｇ）
ＣＳ２；ＩＩ型無水石膏（ブレーン比表面積１１０００ｃｍ2／ｇ）
ＣＳ３；ＩＩ型無水石膏（ブレーン比表面積１４０００ｃｍ2／ｇ）
ＣＳ４；ＩＩ型無水石膏（ブレーン比表面積９０００ｃｍ2／ｇ）
ＳＧ；普通細骨材（掛川産陸砂、Ｆ．Ｍ．＝２．７、表乾密度２．５６ｇ／ｃｍ3）
ＤＰ；ポリカルボン酸系高性能減水剤（固形分濃度２０％）
【００３１】

【表３】

【００３２】
　［コンクリート吹付材の作製］
　コンクリート吹付材の作製は、特記無い限り、１０℃（±０．５℃）の恒温室内で次の
ように行った。前記のように作製した表３で表されるベースコンクリートを、湿式吹付装
置（市販品）に外周を樹脂繊維性保温材で覆った圧送ホースを介してポンプ圧送し、湿式
吹付装置内を送流中のベースコンクリートに、前記の急結性混和剤を連続的に添加した。
前記装置で急結性混和剤をベースコンクリートに加えることで実質的な混合がなされ、コ
ンクリート吹付材が形成される。コンクリート吹付材作製に使用するベースコンクリート
と急結性混和剤の種類、並びにその配合量は表４に表す。
【００３３】
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【表４】

【００３４】
　［吹付コンクリートの急結性の評価］
　本評価は、特記無い限り、１０℃（±０．５℃）の恒温室内で以下のように行った。前
記表３に表すベースコンクリートを、それぞれ底付のステンレス製円筒容器（内径２００
ｍｍ、高さ３００ｍｍ、厚み５ｍｍ）に流し込み、ハンドミキサで１０秒程混合した後、
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屋内に３０分静置した。静置中の円筒容器は、外周から冷却装置で冷却し、前記円筒容器
内面に取り付けられた温度センサーによって容器内面側温度が１０℃、－１℃又は－１５
℃になるようにした。静置時間経過後、ハンドミキサで１０秒程再混合し、これに前記作
製の急結性混和剤を表４に記載した配合量となるように加え、さらに５秒間攪拌して急結
性評価用のコンクリート吹付材を作製した。この間も容器側面温度は前記と同じ温度（１
０℃、－１℃又は－１５℃）に保った。急結性混和剤添加３０秒経過後、６０秒経過後、
１８０秒経過後及び３００秒経過後の前記急結性評価用のコンクリート吹付材に対し、プ
ロクター貫入抵抗値を測定し、急結性を評価した。但し、流動性を喪失した硬化状態のコ
ンクリート吹付材では、プロクター針の打ち込みが不可能であったため、貫入抵抗の測定
はできない。温度１０℃での急結性混和剤添加３００秒経過後のプロクター貫入抵抗値の
測定は、大半がこのような状況のため、省略した。プロクター貫入抵抗の測定方法は、土
木学会コンクリート標準指方書「吹付コンクリート用急結剤品質規格」付属書「貫入抵抗
によるモルタルの瞬結時間測定方法」に準拠し、断面積０．１２５ｃｍ2のプロクター針
を使用した。この貫入抵抗値の測定結果を表５に表す。ここで、表中に記載した「－」は
、前記理由で貫入抵抗の測定ができなかったもの。また、「＞１６（Ｎ／ｍｍ2）」なる
記載はプロクター針の打ち込みはできたが、使用機材の測定限界（最大１６Ｎ／ｍｍ2）
を超えたものである。
【００３５】
【表５】

【００３６】
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　［コンクリート吹付材の吹付特性等の評価］
　本評価は、特記無い限り、概ね１０℃の温度に保たれた恒温室内で行った。前記のよう
に湿式吹付装置を使用してベースコンクリートに急結性混和剤を加えられて得られるコン
クリート吹付材は、作製後直ちに、湿式吹付装置の噴射用ノズルから、次のような対象物
に向かって吹付けた。即ち、前記湿式吹付装置の噴射用ノズルから約１００ｃｍ離れた地
点に垂直に設置した吹付施工直前の表面温度が約－１５℃、－１℃又は１０℃にせしめた
厚さ９ｍｍで３ｍ四方のコンクリート製平板面に向かって、１６０ｍｌ／分の流量で前記
コンクリート吹付材を吹付けた。前記コンクリート製平板面は、背面に、これを冷却する
ための冷却装置が接して設置され、所定の温度（１０℃、－１℃又は－１５℃）にせしめ
ることができる。吹付性の評価は、何れも目視観察で、前記平板面からの吹付コンクリー
トの跳ね返り（リバウンド）を調べ、跳ね返りが見られなかったものをリバウンド「無」
と判断し、少しでも跳ね返りがあったものをリバウンド「有」と判断した。また、前記平
板面に吹付けたコンクリートに垂れや剥落が起こることなく、付着し続けたものを付着性
が「良好」と判断し、それ以外の状態になったものは全て付着性が「不良」と判断した。
また、このような吹付けを３分間連続して行った直後に、湿式吹付装置のノズル孔に固結
物による閉塞が部分的にでも見られたものを閉塞発生「有」と判断し、このような閉塞が
見られなかったものを閉塞発生「無」と判断した。また、一過性であっても流動性が著し
く低下して圧送に支障が生じたり、圧送時のホースに脈動現象が見られたもの、或いは実
質圧送できないものは圧送性「不良」と判断し、これらの現象が見られず、ポンプ圧送が
スムーズに行われたものを圧送性「良好」と判断した。これらの結果は表６に表す。
【００３７】
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【表６】

【００３８】
　［吹付コンクリートの強度発現性の評価］
　本評価は、特記無い限り、１０℃（±０．５℃）の恒温室内で行った。
　また、前記表５に記載される吹付コンクリートの混練物を、作製後直ちに、内寸４０×
４０×１６０ｍｍの成形用型枠に充填し、これを１０℃（±０．５℃）の屋内の空気中に
９時間静置し、静置後に脱型した。脱型後の脱型物を、所定の材齢となるまで－１５℃、
－１℃及び１０℃に保った恒温庫に入れて、それぞれ材齢３時間及び１日の供試体を得た
。また、１０℃の恒温庫に保った脱型物は材齢７日の供試体も作製した。各供試体の一軸
圧縮強度をアムスラー式圧縮強度試験機で測定した。この結果を表７に表す。尚、所定材
齢で未硬化だったものは「脱型不能」と表記し、強度試験は行えなかった。また、過度の
瞬結性のため、成形用型枠への充填ができなかったものは、「充填不能」と表示し、これ
も強度試験は行えなかった。また、－１５℃及び－１℃の材齢７日供試体は、材齢１日の
供試体と比べ、圧縮強度が殆ど上昇しない傾向があり、氷結による強度が支配的になった
と察せられ、この条件の供試体の圧縮強度の表中記載を割愛した。
【００３９】
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【表７】

【００４０】
　表５の結果から、本発明品の吹付コンクリートは、－１℃以下の施工面に対しても３０
秒経過時までに付着に必要な強度が発現できることがプロクター貫入抵抗値から確認でき
る。また、表６の結果から、施工性に特に不具合が生じることもなく、前記のような氷点
下の施工面に対しても吹付施工でき、表７の結果からその後の強度発現性も向上している
ことが判読できることから、剥落や垂れ落ちの無い強固な吹付物が形成されることがわか
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る。これに対し、本発明外の参考品の吹付コンクリートは、３０秒経過時ではプロクター
貫入抵抗値が極端に低く、凝結の進展が遅れ、硬化に時間がかかり過ぎて強度発現性が低
迷するか、逆に瞬結性が強過ぎて、施工性（閉塞化やポンプ圧送性等）に著しい支障が生
じることがわかる。
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